
【京都府】 

１．事業名 地域特性を生かした都道府県センター事業 
 
２．センター名 京都府地球温暖化防止活動推進センター 
      （特定非営利活動法人 京都地球温暖化防止府民会議） 
事業担当者 小倉 正 
電話番号 075-211-8895 
FAX番号 075-211-8896 
電子メールアドレス center@kcfca.or.jp 
 
３．事業の概要 
 京都府は南北に長く、地域間で気候条件が異なることから、家庭からの CO2 排出パターンも地
域で異なっていると考えられる。そこで、本事業を実施して府内各地域における家庭部門からの

CO2排出量のデータを収集し、その後のきめ細やかな情報提供や地域活動づくりに役立てる。 
－１．モニター家庭（200軒）を選定し簡易版モニターをお願いする 
－２．モニター家庭の中からモデル家庭（10～20 軒）を選び、省エネ診断を実施しアドバイスを
行う 

 
４．事業の内容 
   調査方法 
・取り組み前のチェックシートにまずは記入してもらい診断書を郵送、さらに前期（8月~10月）、
後期（11月～１月）のそれぞれ診断書のやり取りを継続することで活動の継続を図る。 
・イベント会場での出展説明や、推進員を通じ自治会や婦人会などの個別集団向けの説明も行い

応募者を募ったが、まだ全体の目標世帯数に達しておらず、地域ごとのばらつきも多いこと、集

団としての参加数が少ないため、募集期間を延長して冬場のモニター世帯の応募を集めていく予

定。 
   ・モデル家庭の選定と省エネ診断実施は延期している。 
・現在の世帯数 計 116世帯 自治会単位では１箇所 
・入手する情報の種類 電気、ガス、水道、灯油、ガソリン、軽油の消費量 
          家族の人数、家の建て方別、部屋数、取り組みの自己認識 
・ （有）ひのでやエコライフ研究所の助力を得て診断書のやり取りを進めている。 

 
５．期待される効果 
① 地域における有効な対策技術  省エネ診断にまで踏み込めていないため未確認 
② 期待あるいは予想される CO2排出削減量 未定 
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６．全体計画の工程表  

 
 
７．平成 17年度以降の事業予定 
個人に対する働きかけの道具としての環境家計簿の意義を再認識した。モニター家庭事業は複数

年継続することが望ましいとの声も一部参加者からはあり、なんとかしたい。対策技術については

未確認でありなんともいえない。 
 

以上 
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